
 

 
 

 

大阪湾広域臨海環境整備センター 
 

令和５年度 環境保全市民活動等助成 

 募集のお知らせ 

 

 

□  循環型社会の形成推進・３Ｒ推進のための市民活動 

 

□  水域環境の保全・創造への取り組み 

 

□  これらに関する調査研究・環境教育・啓発活動 

 

 

これらを行っている団体の活動経費を、大阪湾広域臨海環境整備センターが一部助成

し、みなさんの活動を応援します！ 

 

●募集期間：令和５年５月８日（月）から同年６月９日（金）まで 
 

１ 趣旨 

大阪湾広域臨海環境整備センター（以下「大阪湾センター」という。）は、大阪湾

圏域１６９市町村から発生する廃棄物の適正処理を通じて、生活環境の保全に努めて

いますが、地域の環境保全をより一層推進していくためには、市民の方々による様々

な地域活動との連携が大切であると考えています。 

そのため、大阪湾センターでは、地域の環境保全・創造に関する活動を行っている

グループや団体（以下「団体等」という。）に対し、活動に要する費用の一部を助成

します。 

 

２ 助成の対象となる団体等 

次の条件を全て満たす団体等とします。 
① 大阪湾センターの広域処理対象区域内に本拠を有すること。 
② 営利を目的としない法人（ＮＰＯ法人等）又は団体であること。 

③ 学校教育法に定める学校（専修学校、各種学校を含む。）でないこと。 
④ 政治的活動又は宗教活動を目的としない団体であること。 
⑤ 年間を通じて活動する団体であること。 

 

３ 助成の対象となる活動 

次の条件をすべて満たす活動とします。 
① 大阪湾センターの広域処理対象区域内において行う活動であり、自治体（府県又 

は市町村）からの推薦があること。 

② 令和５年度中に行う活動であること。 

③ 循環型社会形成推進、３Ｒ推進、水域環境の保全創造に関する活動及びこれに関 

する調査研究、環境教育、啓発活動であること。 

 



 
４ 助成の対象となる経費 

消耗品の購入、印刷費用や講師の謝礼など、活動に必要な経費を対象としますが、

飲食費や事務所の備品購入等の経費は認められません。 

助成金の額は、活動に要する費用の１／２以下とし、１０万円を上限に大阪湾セン

ターの予算の範囲内で決定します。 

 

５ 助成金の交付申請手続き 

助成を希望される団体は、大阪湾センターに申請関係書類をご請求いただくか、ホ

ームページからダウンロードし、関係自治体（府県又は市町村）担当課の推薦を受け、

「環境保全市民活動等助成金交付申請書」(様式１)に必要書類を添付して、令和５年

５月８日から同年６月９日（必着のこと）までに大阪湾センターに提出してください。 
応募された申請書は、大阪湾センターの審査委員会において内容の審査を行い、助

成の有無、助成金額等の結果を通知します。 
 

６ 活動報告書及び請求書の提出 
助成金の交付決定を受けた団体等は、令和５年９月２５日(月)（第１次締切日）又

は令和６年２月２６日(月)（第２次締切日）（必着のこと）までに「環境保全市民活

動等実績報告書」（様式３）及び「環境保全市民活動等に係る助成金支払請求書」（様

式４）に必要書類を添付し、大阪湾センターに提出してください。 
大阪湾センターは、報告書を審査し、内容が適切と認めたときには、請求書により

助成金をお支払いします。 
なお、本助成で請求する助成対象経費は、大阪湾センター以外からの助成を一切受

けていないものとし、申請者はその旨、誓約書（様式５）で誓約するものとします。 
 
７ 助成の取消し等 

次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付を取り消し又はすでに交付し

た助成金の返還を求めることがあります。 
① 助成金の請求に関して虚偽又は不正の事実があるとき。 
② 助成活動に未着手又は中止のとき。 
③ 大阪湾センターの環境保全市民活動等助成金交付要綱の規定に違反したとき。 
④ その他、大阪湾センターが助成金を交付するに適さないと認めたとき。 

 
 

―申込み・お問い合せ― 

〒530-0005 大阪市北区中之島２－２－２ 大阪中之島ビル９階 

大阪湾広域臨海環境整備センター（担当：環境課 坂本） 

ＴＥＬ：０６（６２０４）１７２５ 

ＦＡＸ：０６（６２０４）１７２８ 

http://www.osakawan-center.or.jp 

＜参考＞ 
こんな活動の経費が助成対象となります。 
・ 地域での容器包装廃棄物の現状調査とその報告会 
・ リサイクル教室の開催 
・ 子どもに参加を呼びかける水生生物観察と水辺保全活動 など 
（ただし、地域の清掃奉仕活動、学校のクラブ活動での生物調査などは対象外です） 


